
決算書掲載頁　187

内
訳

市民の消費生活の安定及び向上を図ること。

今後も消費者啓発事業及び消費者相談事業を円滑に実施するための体制を確保していく。さらに消費生活センターの認
知度を高め、相談を必要とする市民の利用率を高める。
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市民生活部自治振興課

事業： 消費者相談窓口事業 0392
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A

消費者からの相談に対して、必要に応じて助言、あっせんを行うなど、消費者保護の
充実に大きく寄与している。A

目標である１，０００件を超す相談を受付
け、市民の消費生活の安定及び向上に
貢献した。
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A

A

目
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消費者からの相談に対し適切な助言や情報提供、解決の場のあっせんなどの対応と、消費者被害の未然防止に努め
る。身近な相談窓口として消費生活センターの認知度を高め、消費者相談の受付件数を１，０００件に増やす。
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消費者啓発事業及び消費者相談事業を円滑に実施するための体制を確保する。
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直営 平成元年度 消費者基本法、河内長野駅前市民センター条例

河内長野市民

消費生活相談の拠点として、引き続き円滑な運営に努める。
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市民の消費生活における被害の防止と、その安全を確保することを目的に消費生活センターを設置。消費生活相談・苦
情処理のあっせん、消費者安全の確保のために必要な情報の収集・提供の事務を行うため、消費生活相談について専
門的な知識・経験を有する相談員を配置。
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事業：消費者相談窓口事業                      

消費者の消費生活における被害の防止と、その安全を確保することを目的に消費生活センターを設置している。

消費生活相談・苦情処理のあっせん、消費者安全の確保のために必要な情報の収集・提供の事務を行うため、消費

生活相談について専門的な知識・経験を有する相談員を配置し、相談員の適切な処遇その他人材の確保及び資質の

向上を図った。 

 

 

 

細事業：消費生活センター運営事業                  

１．消費生活センター開設 

 月～金、相談業務の実施にあたり、相談員２人体制を確保し、消費生活センターを２４４日開設した。 

   

２．消費生活センターの運営、維持・管理 

消費生活センターの運営、維持・管理のための予算執行及び関係機関との連絡・調整を適切に行った。 

 

 

 

 

 

 

 

   消費生活センター 

    （河内長野駅前 ノバティながの南館３階） 

 

 

 

 


